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論　　文

１．はじめに

　近年，各国における政府支出と政府収入との因果関係に関する実証研究が数多く存在する。政府支出と

政府収入の差は，財政赤字である。政府支出と政府収入の因果関係に関する実証研究では，アメリカ合衆

国の時系列データを使用した研究論文が多い。Anderson, Wallace and Warner（1986），Blackley（1986），

Manage and Marlow（1986），von Furstenberg,Green and Jeong（1986），Ram（1988）等の研究は，政

府支出と政府収入の時系列データが定常であることを仮定して，Grangerの因果性検定を実行している。

従って，これらの研究では，単位根検定と共和分検定の分析が行われなかった。その後の研究では，

Miller and Russek（1990），Bohn（1991），Jones and Joulfaian（1991），Hoover and Sheffrin（1992），

Baghestani and McNown（1994），Payne（1998）等のように，政府支出と政府収入に関する単位根検定

と共和分の検定が行われ，これに基づき因果関係を分析している。また，特に最近では，アメリカ合衆国

以外の他の先進諸国や，財政赤字の問題を抱えている発展途上国のデータを用いた同様の分析も存在す

る。しかし，日本における政府支出と政府収入の因果関係に関する実証研究は，Owoye（1995）や

Chang, Liu and Caudill（2002）を除いて，非常に数少ない状態である。

　Narayan and Narayan（2006）は，政府支出と政府収入の2 変数にGDPを加えて3 変数の分析を行って

いる。政府支出とGDPの間の因果関係の分析も非常に膨大な数になり，ワグナー（Wagner）法則の分析

として知られている。Hondroyiannis and Papapetrou（1995）の参考文献のリストを参照されたい。主な

問題は，ワグナー法則の仮説（GDPから政府支出への因果関係）とケインズ仮説（政府支出からGDPへ

の因果関係）のいずれが支持されるかを分析している。3 変数のモデルは，政府支出と政府収入との因果

関係と，政府支出とGDPとの因果関係を統合した枠組みで分析できる。日本における3 変数のモデルで

の因果関係の分析は多くない。特に，上記の政府支出と政府収入との因果関係，および，政府支出と
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GDPとの因果関係の文献に基づく研究はほとんどない状態である。

　政府支出と政府収入と実質GDPの3 変数に対して，日本における因果関係の分析を行った論文は少な

い状態である。ただし，渡辺・藪友・伊藤（2010）は，実質政府支出，実質政府税収，実質GDPの3 変

数に関するベクトル自己回帰（VAR）モデルを，1965 年第 1 四半期から2004 年第 4 四半期までのデー

タを用いて分析している。渡辺・藪友・伊藤は，因果関係や分散分解の分析を行わず，VARを用いてイ

ンパルス反応を分析して財政乗数について検討している。また，高橋（2010）は，1 人当たり実質政府支

出の対数値，1 人当たり実質政府純収入の対数値，1 人当たり実質GDPの対数値，長期利子率のデータに

対して，単位根検定と共和分検定を行って，2 個の共和分関係を得ている。これらの結果に基づいてベク

トル誤差修正自己回帰モデル（VECM）でインパルス反応を計測して，財政乗数について検討している。

高橋の分析期間は，1990 年第 1 四半期から2008 年第 4 四半期までの期間である。

　本論文の目的は，日本における国家財政とGDPによる経済成長の因果関係を分析することである。国

家財政は，国の一般会計予算の決算値を用いて計算された政府支出と政府収入で捉える。本論文では，日

本国の一般会計予算における1955 年度から2008 年度までを分析期間として，国家財政で捉えた政府支

出と政府収入およびGDPのベクトル自己回帰（VAR）モデルにおいて，この3 変数に関する因果関係を

Grangerの因果関係を用いて分析を行う。政府支出と政府収入とGDPの時系列データについてそれぞれ

単位根の検定を行い，次に，政府支出と政府収入とGDPの3 変数に関してEngle and Granger（1987）の

共和分検定を行う。共和分検定には，Johansen（1991）の方法もある。Zhou（2001）は，Engle and 

Granger検定とJohansen検定の方法をモンテ・カルロ実験で比較を行い，検出力とサイズを尺度として用

いて，小標本の年次データの場合にはEngle and Granger検定の方法が良いとしている。本論文の年次デー

タ数は54 個であるので，Engle and Grangerの方法を用いる。

　分析対象の3 変数が単位根を持つ場合には，Engle and Grangerの共和分検定を用いて政府支出と政府

収入とGDPが長期的な均衡関係にあるかどうかを分析する。そして，もし3 変数間で共和分の関係が存

在するならば，誤差修正モデルを推定することによって，長期における政府支出と政府収入との因果関係

を分析する。3 変数間で共和分の関係が存在しない場合には，各変数について1 回の階差をとり，VARモ

デルを推定することによってGrangerの因果性検定を行う。これにより，3 変数の中から2 変数を選んで

短期の因果関係を調べることができる。従来の日本語で書かれた因果関係の研究では，金融経済を分析対

象として，共和分検定を無視した分析も多い。

　本論文の構成は，以下の通りである。まず第 2 節（2.）では，分析で用いる単位根検定と共和分検定に

ついて説明して，Grangerの因果性検定を行うためのk次のベクトル自己回帰モデルVAR（k）を説明する。

さらに，使用するデータについて説明する。そして第 3 節（3.）において，実証分析の結果について議論

する。最後に，第 4 節（4.）で結論と今後の課題を述べる。

２．分析方法とデータ

2. 1  データと記号

　政府収入＝国の歳入−公債金収入，政府支出＝国の歳出−国債費として，それぞれGDPデフレーターで

実質化を行う。政府収入と政府支出の定義は，基礎的財政収支の定義を考慮している。実質の政府支出，

実質の政府収入，実質GDPのそれぞれの自然対数を取り，その記号をそれぞれge，gr，gdpとする。

　本論文の実証分析は，政府（国）の一般会計を分析対象とし，1955 年度から2008 年度までの年度デー

タを使用する。上述のように，政府収入は歳入総額から公債金収入を差し引いたもの，そして政府支出は
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歳出総額から国債費を差し引いたものである。これらのデータ（名目値）はすべて，財務省の『財政統計』

より，政府一般会計の決算額として求められる。なお，近年の同データについては，財務省のホームペー

ジから入手できる。また，政府収入と政府支出の変数を実質化するためのGDPデフレーターは，『国民経

済計算年報』（内閣府経済社会総合研究所）から得られる。さらに，実質GDPのデータもまた，『国民経

済計算年報』より得られる。

　ここで，GDPデフレーターと実質GDPのデータについて，最近時点までのデータは1993 年改訂の国

民経済計算体系（93SNA）より求められる。ところが，この93SNAのデータは遡及して1980 年度まで

しか公表されていない。一方，国民経済計算における68SNAでは，1955 年度よりいずれのデータも入手

することが可能であるが，データの終期は1998 年度となっている。これより，93SNAでは68SNAの内

容が変更されているため，データの一貫性に問題が生じるものの，長期にわたるデータを確保するため

に，1955 年度から1998 年度までの期間においては68SNAのデータを使用し，1999 年度以降は93SNA

のデータを用いることにする。そこで，GDPデフレーターと実質GDPについてはそれぞれ，68SNAの

1990 暦年基準のデータに基づき，畑農（2005）と同様に，68SNAにおける1998 年度のデータを93SNA

の当該データの伸び率で延長して推計することにより，68SNAと93SNAのデータを接続することとした。

2. 2  単位根検定と共和分検定

　単位根検定は，主に単位根を帰無仮説とするADF検定を用いる。Hamori and Matsubayashi （2001）と 

Li （2001）に従って，定数項のみの回帰式（モデルC），定数項とタイム・トレンドを含む回帰式（モデ

ルC&T）を用いて，ADF検定を行う 1）。ADF検定では，帰無仮説は単位根を持つということである。

ADF検定では，拡張項のラグ数は，赤池の情報量基準（Akaike Information Criterion, AIC）とSchwarz

の情報量基準（Schwarz Information Criterion, SIC）を用いて選択する。

　本論文では，実質の政府支出（ge），実質の政府収入（gr），実質GDP（gdp）の3 変数に関して，以下

の理由で，Engle and Granger検定を用いて共和分検定を行う2）。共和分検定には，研究論文で頻繁に利

用される検定としてEngle and Granger（1987）の方法とJohansen（1991）の方法がある。Zhou（2001）

は，モンテ・カルロ実験によりEngle and Granger検定とJohansen検定とを検出力やサイズの尺度を用い

て比較を行っている。その結果として，小標本の年次データの場合にはEngle and Granger検定を用いる

ことを薦めている。小標本の年次データの場合，Johansen検定は，Engle and Granger検定と比較すると，

検出力が低く，サイズの歪みがより大きい。本論文のデータ数は54 個であり，このデータから得られる

標本は典型的な小標本である。

　3 変数ge，gr，gdpに関するEngle and Granger検定では，共和分回帰において，ge，gr，gdpを被説明

変数とする3つの回帰式について共和分検定を行う。1つの回帰式（例えば，被説明変数がge，説明変数

1）定数項を含むモデルCと定数項・トレンドを含むモデルC&Tは，

モデルC：　∆yt=α0 +（γ0 – 1）yt–1 + Σ k
i=1 δ0i ∆yt–i + ut ，

モデルC&T：∆yt=α0 + β0t  +（γ0 – 1）yt–1 + Σ k
i=1 δ0i ∆yt–i + ut ，

である。ここで，∆は階差演算子であり，ytは時点tでの変数であり，yt–1は∆ytの i 期前のラグ変数であり，α0，β0，（γ0–1），δ0i  （i=1，2，…, k）は
回帰式における係数，utは誤差項である。単位根検定では，帰無仮説 H 0：γ0=1，対立仮説 H 1：γ0<1である。H 0：γ0=1は H 0：γ0–1=0に同値

であるから，帰無仮説 H 0：γ0 − 1=0に対するADF検定統計量の値を計算する。MacKinnon （1996）の方法によるADF検定統計量の臨界値とp
値を用いて，検定を行う。k=0は，拡張項 Σ k

i=1 δ0i ∆yt–iがない場合を示す。
2）Engle and Granger検定は，共和分回帰式 xt=a+b yt+czt+utにOLSを適用して，残差etを求める。ここで，a，b，cは共和分係数または共和分

パラメーター，utは誤差項，xtとytとz tはそれぞれI（1） 変数である。この残差 etに対して，ADF検定を適用する。ADF検定の回帰式は，
∆et=ρet–1 + Σ k

i=1 δ i ∆et–i + u t ，

である。ラグ次数の選択については，AICとSICの両情報量基準で行い，AICとSICに基づく結果を示す。ADFの検定統計量のp値は，

MacKinnon （1996）の方法による。ADF検定を行う場合は，臨界値としてEngle and Yoo （1987）等の分布表を用いることもできる。
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がgr，gdpの共和分回帰式）の結果だけでなく，被説明変数を入れ替えることによって結果の頑健性を見

ることができる。

2. 3  Grangerの因果関係

　ベクトル自己回帰モデル（VARモデル）を用いて，Grangerの因果関係を分析する。Hamilton（1994）

によると，3 通りの方法がある。第 1の方法は，水準変数（レベル変数）を用いてVARの回帰を行うこ

とであり，第 2の方法は，水準変数の1 階の階差を取りVARの回帰を行うことである。第 3の方法は，

分析対象のデータに対して単位根検定と共和分検定を行い，その結果に基づいて適切なVARモデルを選

択して回帰を行うことである。

　この論文では，第 3の方法に基づいてVARの回帰を行う。単位根検定と共和分検定の結果によって，

以下のように典型的な分析手順として3 通りの場合があり得る。ただし，3 通り以外の例外的な場合もあ

り得る。第 1に，単位根検定により分析データが全てI（0）の定常変数である場合には，水準変数のデー

タを用いてVARモデルの回帰を行う。第 2に，単位根検定により分析データが全てI（1）で単位根を持

つ非定常変数であり，かつ3 変数間に共和分が存在しない場合には，1 階の階差変数を用いてVARモデ

ルの回帰を行う。第 3に，単位根検定により分析データが全てI（1）で単位根を持つ非定常変数であり，

かつ3 変数間に共和分が存在する場合には，1 階の階差変数と誤差修正項を用いてVARモデル（VEC，

Vector Error Correction）の回帰を行う。VECモデルでは，誤差修正項はEngle and Granger検定におけ

る共和分回帰の残差から得ることができる。なお，第 1と第 2の手順は，前述のHamilton（1994）の第 1

と第 2の方法に類似している。

　以下のk次のVAR（k）モデルを考察する。x，y，zの3 変数について，

∆xt=α1  + Σ k
i=1  β1i ∆xt + Σ k

i=1γ1i∆yt+ Σ k
i=1δ1i∆zt + u1t  ,  （1-1）

∆yt=α2  + Σ k
i=1  β2i ∆xt + Σ k

i=1γ2i∆yt+ Σ k
i=1δ2i∆zt + u2t  ,  （1-2）

∆zt=α3  + Σ k
i=1  β3i ∆xt + Σ k

i=1γ3i∆yt+ Σ k
i=1δ3i∆zt + u3t  ,  （1-3）

の定数項（α1，α2，α3）を含むVAR（k）を考える。上記の式（1-1）−（1-3） のVAR（k）で，Tを標本

数としてt=1,2,…T,とする。一般に，標本数Tは本論文で分析対象とするデータ数 54より小さい数字であ

る。誤差項ut=（u1t，u2t，u3t）'のベクトルは，E（ut）=0，3行 3列の分散・共分散行列 V（ut）=E （utut'）=Σ ，

E （utu't–s）=0 （s > 0）の仮定を満たすものとする。行列Σは非対角行列であり，誤差項は同じ時点 t で互い

に相関を持っている。ここで，利用可能なデータ数が54 個であることを考慮して，k は最大のラグ次数

を5としてk =1,2,…,5 とする。k =1,2,…,5の値に対して，（1-1）−（1-3）式のVAR（k）におけるAICと

SICの情報量基準の統計量を計算して，ラグ次数kを選択する。例えば，x=ge，y=gr，z=gdpとすれば

良い。

　前述のように，単位根検定と共和分検定の結果によって，典型的な分析手順は3 通りである。第 1に，

x，y，zの変数が単位根検定で全てI（0）と判断されるときには，上記の式（1-1）−（1-3）で∆xtをxtに，

∆ytをytに，∆ztをztにそれぞれ置き換えたVAR（k）を考える。第 2に，単位根検定によりx，y，zの変

数が全てI（1）で単位根を持ち，かつEngle and Granger検定により3 変数間に共和分が存在しない場合

には，上記の式をそのまま用いる。第 3に，単位根検定によりx，y，zの変数が全てI（1）で単位根を持ち，

かつEngle and Granger検定により xを被説明変数とする共和分回帰（xt= a + byt+ czt+ ut , a, b, c
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は共和分係数あるいは共和分パラメーター，utは誤差項）を用いて3 変数間に共和分が存在する場合には，

この共和分回帰に関してOLSを行い残差etの1 期前のラグを取ったet–1を（1-1）−（1-3）式のそれぞれ

に加えて因果関係を分析することができる。yとzを被説明変数とする共和分回帰についても同様なこと

を行うことができる。以下では，共和分が存在する場合には，x，y，zの3 変数から1 変数を選択して被

説明変数として，共和分回帰の残差の1 期前のラグのみを（1-1）−（1-3）式のそれぞれに加える。Engle 

and Granger検定の1つの欠点は，どの変数を被説明変数とするかに関して体系的なルールがないという

ことである。Engle and Granger検定のもう1つの欠点は，3 変数の場合に共和分を1 個のみ発見できるが，

共和分が2 個存在する場合に2 個発見できないことである。なお，Johansen検定は，Engle and Granger

検定の2つの欠点を解決できる。

　上記の（1-1）−（1-3）式を用いたGrangerの因果関係の検定方法を説明する。（1-1）式を用いて，Granger

の意味で∆yから∆xへの因果関係がない（∆y ↛∆x）ことの必要十分条件は，γ11 = γ12 = … = γ1k = 0 となるこ

とである。因果関係の検定方法では，帰無仮説H0と対立仮説H1は，

H0: γ11 = γ12 = … = γ1k = 0 ,

H1: いずれかのi（i=1,2,…,k）に関してγi≠ 0となる

である。帰無仮説H0の下で，検定統計量Fと検定統計量kFが利用可能である。F値は自由度

（k,T−3k−1）のF分布を参照し，kFの値は自由度kのカイ2 乗分布χ（k）を参照して，それぞれ検定を

行う。本論文では，以下で説明するようにkFの値による因果関係の結果はF値の場合と同じであるため，

F分布の値を計算して因果関係を判断した結果を示す。F値が10%の有意水準で有意であれば，帰無仮説

H0を棄却して対立仮説H1を採択して，Grangerの意味で∆yから∆xへの因果関係がある（∆y→∆x）と判

断する。（1-1）式を用いて，Grangerの意味で∆zから∆xへの因果関係（∆z→∆x）を検定する場合は，帰

無仮説をH0: δ11=δ12=…=δ1k=0とすれば良い。同様に，（1-2）式を用いて，因果関係（∆x→∆y）と（∆z→

∆y）の検定方法を定義でき，（1-3）式を用いて，因果関係（∆x→∆z）と（∆y→∆z）の検定方法を定義

できる。∆xと∆yの双方向の因果関係がある場合は，∆x⇄∆yの記号で表す。分析対象のx，y，zの3 変数

間に共和分関係が存在する場合には，誤差修正項を含めて因果関係を分析する。分析対象のx，y，zの3

変数がI（0）である場合には，（x→z）のように，階差演算子∆を取った形で因果関係を考察する。

　本論文では，上記（1-1）−（1-3）においてx=ge，y=gr，z=gdpを代入して， ∆gr→∆ge， ∆gdp→∆ge，

∆ge→∆gr， ∆gdp→∆gr， ∆ge→∆gdp， ∆gr→∆gdpの6 通りの因果関係を分析目的としている。∆geと

∆grと∆gdpはそれぞれ分析変数に関して自然対数を取った値を用いて階差を求めているので，∆geは実

質政府支出の成長率，∆grは実質政府収入の成長率，∆gdpは実質経済成長率である。因って，考察する

Grangerの意味による因果関係は，実質政府収入の成長率∆grから実質政府支出の成長率∆geへの因果関

係が存在すること，実質経済成長率∆gdpから実質政府支出の成長率∆geへの因果関係が存在すること，

実質政府支出の成長率∆geから実質政府収入の成長率∆grへの因果関係が存在すること，実質経済成長率

∆gdpから実質政府収入の成長率∆grへの因果関係が存在すること，実質政府支出の成長率∆geから実質

経済成長率∆gdpへの因果関係が存在すること，実質政府収入の成長率∆grから実質経済成長率∆gdpへの

因果関係が存在すること，の6 通りである。6 通りの因果関係について，Grangerの因果性検定によって

どの関係が存在するかを分析する。なお，以下では因果関係の説明文で成長率の用語を省略した表現を用

いる場合もある。
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　政府収入（または税収）と政府支出の因果関係の研究は，その多くが2 変数geとgrのみを分析対象

として，∆gr→∆geと∆ge→∆grの因果関係を分析している。また，ワグナー仮説の研究は，2 変数ge

とgdpのみを分析対象として，ワグナー仮説の因果関係（∆gdp→∆ge）とケインズ仮説の因果関係（∆ge

→∆gdp）を分析している。∆gr→∆gdpと∆gdp→∆grの回帰分析やインパルス反応についても，

Mamatzakis（2005）等にみられるように研究が存在する。∆gdp→∆grの因果関係があれば，経済成長が

政府収入を増加させるというThorn（1967）の考え方が妥当する可能性がある。∆gr→∆gdpの因果関係

があれば，減税を行えば実質GDPが増加するというケインズの減税の理論は妥当する可能性がある。政

府収入（または税収）と政府支出の因果関係の研究やワグナー仮説の研究は，分析対象が2 変数の場合が

非常に多く，変数を1つ落とすことによる定式化の誤りの可能性がある。

３．Grangerの因果関係の分析結果

　単位根検定，共和分検定，因果関係の検定では，有意水準として10%を用いることにする。分析結果

では，1%，5%，10%の有意水準で判断できるように表記している。

3. 1  単位根検定の結果

　実質政府支出（ge），実質政府収入（gr），実質GDP（gdp）のADF検定による単位根検定の結果が表 1

に示されている。モデルCとC&Tのラグ数kは，拡張項がないk = 0とk = 1,2,…,5の値に対してAICと

SICの統計量を計算し，AICとSICの両情報報量基準に基づいて選択されている。

ここで， ∆は1階の階差演算子である。 モデルの記号は， 脚注1） のモデルで添え字0を取り， さらにγ0 −1＝γとして

いる。 検定式における拡張項のラグの次数kは， 最大次数を5としてAICとSICに基づき選択される。 AIC （k） とSIC （k）
は， それぞれAICとSICに基づいて選択された次数kを示している。 ADF検定における臨界値とp値は， 明示していない

が， MacKinnon （1996） より得られる。 星印では， ***は1％水準で有意， **は5％水準で有意， *は10％水準で有

意であることを示す。
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　モデルCの結果は，以下の通りである。geは，SICで選んだラグ次数k=0がAICの結果に一致し，水準

変数の検定統計値− 5.059228が1%の有意水準で有意であり，定常のI（0）であると判断できる。grは，

水準変数のSICに基づく検定統計値− 2.949526が5%の有意水準で有意であり，定常のI（0）である。さ

らに，grのAIC基準に基づく結果では，水準変数の検定統計値− 2.713566が10%水準で有意であり，gr

は定常のI（0）である。AICとSICの両基準の結果より，grの水準変数はI（0）である。同様にして，

gdpの水準変数はSICで選んだラグ次数k=0がAICの結果に一致し，その水準変数はI（0）である。AIC

とSICの両基準でラグ次数kを選んだ結果では，geとgrとgdpの水準変数はそれぞれI（0）と判断できる。

　モデルC&Tの場合には，次の通りである。geは，水準変数と第 1 階差変数に対してSICで選んだラグ

次数k=0がAICの結果に一致し，水準変数の検定統計値− 0.474629が10%の有意水準で有意ではなく，

第 1 階差変数の検定統計値− 5.636290が1%水準で有意である。従って，geは単位根を持つI（1）の変数

であると判断できる。2 変数grとgdpについても同様な検定を実行して，2 変数ともI（1）と判断できる。

AICとSICの両基準を用いると，geとgrとgdpの水準変数はそれぞれI（1）と判断できた。

　モデルCとC&Tの結果は大きく異なっているが，以下ではモデルC&Tの結果に基づいて，geとgrと

gdpの水準変数がそれぞれI（1）と判断して分析を行う。Kwiatkowski, Phillips, Schmidt and Shin（1992）

は，定常性を帰無仮説，単位根を持つことを対立仮説とするKPSS検定を提案しているが，この検定が多

くの研究論文で利用されている。例えば，Narayan and Narayan（2006）は，KPSS検定統計量の計算手

続きの要約を行い，この統計量を用いてデータの分析を行っている。分析結果の提示は省略するが，

KPSS検定の結果は，定数項とトレンドを含むモデルを用いた場合には，geとgrとgdpがそれぞれI（1）

と判断できる。

3. 2  共和分検定の結果

　ge，gr，gdpを被説明変数とする3つの回帰式についてEngle and Grangerの共和分検定の結果が表 2に

示されている。被説明変数をgeとする共和分回帰式は，説明変数がgrとgdpである。当然，この共和分

回帰式で説明変数のgrとgdpの順番を入れ替えても同じである。拡張項のラグ次数は，拡張項がないk= 

0とk= 1,2,…,5の値に対して，共和分回帰におけるAICとSICの情報量基準の統計量を計算して選択され

ている。表 2では，Engle and Granger検定で用いられるADF検定統計量，p値，AICとSICの情報量基

準を用いて選択されたラグ次数が示されている。説明変数をgeとする共和分回帰式は，AICとSICの両

基準によりADF検定統計量の値（− 2.349696と− 2.091621）が10%の有意水準で有意でないので，共和

分関係が存在しない。前述の結果の頑健性を見るために，残り2つの共和分回帰式についても検定を行う。

被説明変数をgrとgdpとする共和分回帰式についは，同様にして，共和分関係が存在しない。ge，gr，

gdpを被説明変数とする3つの回帰式について，いずれも共和分関係が存在しないという結果を得た。
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3. 3  因果関係の分析結果

　ADF検定等を用いた単位根検定の結果より，geとgrとgdpの水準変数がそれぞれI（1）であると判断

した。Engle and Grangerの共和分検定の結果より，geとgrとgdpの3 変数に関する共和分関係は存在し

ない。VAR（k）では，geとgrとgdpの第 1 階差変数を用いるが，Engle and Granger検定における共和

分回帰の残差から得る誤差修正項を含めない。従って，ge，gr，gdpの第 1 階差変数を用いる（1-1）−（1-3）

のVAR（k）は，誤差修正項を含めないで分析する。従って，（1-1）−（1-3） のVAR（k）では，∆ge，

∆gr，∆gdpを用いて分析する。

　本多 （1998）に見られるように，VAR（k）のラグ次数はAICとSICの両情報量基準を用いて決定する。

表 3では，（1-1）−（1-3）のVAR（k）を用いて，k = 0とk = 1,2,…,5の値に対してAICとSICの統計値

が計算されている。k = 0のときは，（1-1）−（1-3）の右辺は定数項のみのモデルになる。AIC基準は ,ラ

グ次数k =2が選択される。SIC基準は，ラグ次数k =1が選択される。

k

　式（1-1）を用いると，Grangerの意味で∆yから∆xへの因果関係がない（∆y↛∆x）ことの必要十分条

件は，γ11=γ12=…= γ1k=0 となることである。表 4では，Grangerの意味で∆yから∆x への因果関係がない

（∆y↛∆x）という帰無仮説，検定統計量のF値，F分布を用いて計算されたp値が示されている。表 4で

は，∆ge，∆gr，∆gdpの3 変数から得られる6 個の組み合わせの帰無仮説と，AICとSICの両基準で選択
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された次数k = 1,2の値に対して，F値とp値が示されている。

　geとgrとgdpの第 1 階差変数を用いて分析された表 4の結果を説明する。表 4では，∆geと∆grと

∆gdpを用いているので，∆geは実質政府支出の成長率，∆grは実質政府収入の成長率，∆gdpは実質経済

成長率である。SIC基準によるk = 1の場合，Grangerの意味で∆grから∆geへの因果関係がない（∆gr↛

∆ge）という帰無仮説の検定は，F値 0.650823が10％の有意水準で有意でないので，（∆gr↛∆ge）とい

う帰無仮説を棄却できない。従って，∆gr↛∆geという結果を得る。Grangerの意味で∆gdp から∆geへ

の因果関係がない（∆gdp↛∆ge）という帰無仮説の検定は，F値 8.550285が1％の有意水準で有意であ

るので，（∆gdp↛∆ge）という帰無仮説を棄却できる。Grangerの意味で∆gdpから∆geへの因果関係があ

る（∆gdp→∆ge）という結果を得る。同様にして，∆ge↛∆gr，∆gdp→∆gr，∆ge→∆gdp，∆gr→∆gdp

の結果を得る。AIC基準によるk =2の場合，∆gr↛∆ge，∆gdp→∆ge，∆ge↛∆gr，∆gdp→∆gr，∆ge→

∆gdp，∆gr→∆gdpの結果を得る。これらの結果は，SIC基準によるk = 1の場合と全く同じである。

Δgr↛ Δge

Δgdp↛ Δge

Δge↛ Δgr

Δgdp↛ Δgr

Δge↛ Δgdp

Δgr↛ Δgdp

k＝1

k p

k＝2 Δgr↛ Δge

Δgdp↛ Δge

Δge↛ Δgr

Δgdp↛ Δgr

Δge↛ Δgdp

Δgr↛ Δgdp

　表 4のF値にラグ次数kを掛けてkFの値を求めて，カイ2 乗検定を用いてもF値と同じ結果を得る。kF

の値は提示しないが，ラグ次数 k = 1,2における 4つの帰無仮説∆gdp↛∆ge，∆gdp↛∆gr，∆ge↛∆gdp，

∆ge↛∆gdpに対して，kF値はラグ次数k =2の∆gr↛∆gdpの場合を除いてF値と同じ有意水準で有意で

ある。k =2の帰無仮説∆gr↛∆gdpに対しては，F値は10%で有意であるが，kFの値は5%水準で有意に

なる。ラグ次数k =1,2における 2つの帰無仮説 ∆gr ↛∆geと∆ge ↛∆grに対しては，kF値はF値と同じよ

うに10%水準で有意でない。

　AICとSICの両基準によるGrangerの因果関係の結果は，図 1に図示されている。国家財政における実

質政府支出の成長率（∆ge）と実質政府収入の成長率（∆gr）に関して，Grangerの意味で因果関係がな

いという結果は，従来の日本における分析結果と大きく異なり，興味深い。Chang，Liu and Caudill（2002）

は，台湾の教育省（Taiwan Ministry of Education）のAREMOSデータから日本のデータを得て，税収−
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支出仮説（政府収入−政府支出仮説，∆gr→∆ge）を支持する結果を得た。Owoye （1995）は，IMFの

『International Financial Statistics Yearbook』の日本のデータを用いて，税収と支出の因果関係を見出し

ている。Chang，Liu and Caudill（2002）とOwoye（1995）は，共に税収と政府支出の2 変数のモデル

を分析しているし，この論文と異なるデータを分析している。国の一般会計予算では，実質の政府支出の

中身に社会保障関係費の支出を含んでいるが，実質の政府収入の中身に支出の社会保障関係費に対応する

収入が完全に入っていないことが原因の1つではないかと考える。地方交付税交付金等の地方移転も影響

している可能性がある。

図 1　Grangerの因果関係

ge

gdpgr
（出典）筆者作成

 

　図 1より，国家財政（∆geと∆grで捉えた）と実質経済成長率（∆gdp）の因果関係を要約する。国家財

政では，実質の政府支出（ge）と実質GDP（gdp）に関しては，双方向の因果関係∆ge⇄∆gdpを確認す

ることができた。ワグナー仮説（∆gdp→∆ge）とケインズ仮説（∆ge→∆gdp）の因果関係を発見できた。

実質の政府収入（gr）と実質GDP（gdp）に関しては，双方向の因果関係∆ge⇄∆gdpを確認することが

できた。Thorn（1967）のクロス・セクションデータの分析で見られるように，経済成長が政府収入の成

長を増加させる仮説（∆gdp→∆ge）の可能性を発見できた。ケインズの減税理論に見られるように，政

府収入の成長率が経済成長率を減少させる仮説（∆gr→∆gdp）の可能性を発見することができた。なお，

政府収入の成長率が経済成長率を減少させない可能性もあり得る。

４．結び

　本論文では，実質政府支出，実質政府収入，実質GDPの3 変数のモデルで，国家財政における実質政

府支出と実質政府収入の因果関係を発見できなかった。実質政府支出と実質政府収入で捉えた国家財政と

実質GDPで計算された経済成長との間には，Grangerの意味で因果関係が存在した。従って，国家財政

における実質政府支出と実質政府収入の差としての財政赤字の問題では，経済成長からの視点が重要であ

る。本論文では，実質変数を分析対象としているため，インフレーションやデフレーションを考慮してい

ない。

　基礎的財政収支に着目すると，財政赤字を減らすには，政府支出を減らす方法と増税により政府収入

（税収等）を増やす方法が考えられる。ここでは国家の財政赤字を基礎的財政収支で捉えている。本論文

では，実質値で見た基礎的財政収支は実質政府収入から実質政府支出を差し引いた数値である。政府支出

の増減や増減税の経済成長への影響はケインズ効果で把握できる場合もある。通常のマクロ経済学の教科
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書で説明されている内容を踏まえて，ケインズ効果は，政府支出の増加や減税が乗数効果を通してGDP

に与えるプラスの影響であり，政府支出の減少や増税がGDPに与えるマイナスの影響である。非ケイン

ズ効果は，政府支出の減少や増税等の緊縮財政がGDPに与えるプラスの影響等のことである。田中・北

野（2002）は，非ケインズ効果の先行研究について簡潔な展望を行っている。田中・北野は，OECD21

か国のプールしたパネルデータを用いて，政府支出削減や増税に依存した財政再建が常に経済成長の低下

をもたらすものでないという分析結果を得ている。

　財政赤字を減らすための政府支出の削減について検討する。以下では，因果関係の文章表現では成長率

の用語を省略している。Grangerの意味で実質政府支出から実質政府収入への因果関係が存在することを

発見できなかったため，実質政府支出の削減が実質政府収入へ与える効果は大きくないと判断できる。

Grangerの意味で実質政府支出から実質GDPへの因果関係が存在することを発見できたので，実質政府

支出の削減により実質GDPを減らすというケインズ効果が機能する場合には，ある会計年度における実

質政府支出の削減は次会計年度以降の実質GDPへのマイナスの効果を持つことが予想される。なお，

Grangerの意味で実質政府支出から実質GDPへの因果関係が存在することは，（1-1）−（1-3）式のVAR

モデルで過去の実質政府支出（ラグ付変数）が実質GDPの変動について説明力を持つことである。実質

政府支出の削減により実質GDPを減らすというケインズ効果が機能しない場合には，非ケインズ効果に

より，実質政府支出の削減による実質GDPへのプラスの効果が存在する可能性はあり得る。

　財政赤字を減らすための増税について検討する。Grangerの意味で実質政府収入から実質政府支出への

因果関係が存在することを発見できなかったため，増税による実質政府収入の増加が実質政府支出へ与え

る効果は大きくないと期待できる。Grangerの意味で実質政府収入から実質GDPへの因果関係が存在す

ることを発見できたので，増税により実質GDPを減らすというケインズ効果が機能する場合には，ある

会計年度における増税による実質政府収入の増加が次会計年度以降の実質GDPへ与えるマイナスの効果

は存在することを期待できる。増税により実質GDPを減らすというケインズ効果が機能しない場合には，

非ケインズ効果により，増税による実質GDPへのプラスの効果が存在する可能性はあり得る。

　経済成長が国家財政における財政赤字に与える効果を検討する。先ず，Grangerの意味で実質GDPか

ら実質政府収入への因果関係が存在することを発見できたので，Thorn（1967）に見られるように実質経

済成長が実質政府収入へプラスの効果を持つのであれば，ある会計年度における実質経済成長は次会計年

度以降の実質政府収入へ与えるプラスの効果を持つことが期待される。本論文のVARモデルで捉えるこ

とはできないが，ある会計年度における実質経済成長が当該年度における実質政府収入へ与えるプラスの

効果は実際にしばしば見られることである。また，実質経済成長が実質政府収入へマイナスの効果を持つ

場合は，実証的にあまり意味のないものである。次に，Grangerの意味で実質GDPから実質政府支出へ

の因果関係が存在することを発見できたので，ワグナー法則に見られるように実質GDPの増加による経

済成長が実質政府支出へプラスの効果を持つのであれば，ある会計年度における実質経済成長は次会計年

度以降の実質政府支出へ与えるプラスの効果を持つことが期待される。従って，経済が成長するときに

は，相対的に実質政府収入が実質政府支出に比して増加すれば，財政赤字を削減できることになる。実質

GDPの増加による経済成長が実質政府支出へプラスの効果を持つがその効果が小さいのであれば，財政

赤字は改善することが期待される。以上より，実質経済成長が促進されて実質政府収入に比して実質政府

支出の増加を抑制できる場合には，財政赤字が改善することを期待できる。

　財政赤字を改善したい場合には，政府支出の削減や増税も大事であるが，経済成長からの視点は極めて

重要と考える。増税や政府支出の削減は，ケインズ効果が日本経済に機能している場合には，実質経済成
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長にマイナスであり，非ケインズ効果が機能している場合には，実質経済成長にプラスになり得る。増税

や政府支出の削減による財政赤字の削減を行うのであれば，ケインズ効果が存在しないかあるいは存在し

てもその効果が小さいと判断される場合である。実質経済成長は，実質政府収入に比較して実質政府支出

の増加を抑制できる場合には，財政赤字を改善することが期待される。このような意味では，本論文では

金融変数を分析対象としていないが，金融政策による経済の刺激策が財政赤字削減にとって重要である可

能性は充分にあり得る。

　本論文では，4 変数を分析対象とする高橋（2010）と異なり，実質政府支出，実質政府収入，実質

GDPの3 変数間では共和分を発見することができなかった。本論文は，渡辺・藪友・伊藤（2010）と高

橋（2010）と異なり，より分析期間の長い年次データが利用され，政府収入と政府支出の因果関係とワ

グナー仮説の研究に基づいている。

　政府支出と政府収入の因果関係の研究では，インパルス反応と分散分解を分析した研究は僅少である。

Carneiro（2007）は，政府支出と政府収入の因果関係の枠組みで，政府支出，石油税の収入，実質GDP

の3 変数間のインパルス反応と分散分解の分析をアンゴラに対して行っている。Giorgioni and Holden 

（2003）は，GDP，民間消費，政府支出，政府収入，株式市場の指標の5 変数に関して，インパルス反

応を分析した。

　今後の課題は，インパルス反応と分散分解の分析である。実質政府支出（ge）と実質GDP（gdp）に関

しては，双方向の因果関係（∆ge⇄∆gdp）を確認することができた。さらに，実質政府収入（gr）と実

質GDP（gdp）に関しては，双方向の因果関係（∆ge⇄∆gdp）を確認することができた。次の4つの因果

関係（∆gdp→∆ge），（∆ge→∆gdp），（∆gdp→∆ge），（∆gr→∆gdp）に関して，因果関係がプラスの効果

を持つのかあるいはマイナスの効果を持つのかを分析することは，興味深い。このような分析は，インパ

ルス反応を分析することで明らかになる可能性がある。

　また，geとgrとgdpの水準変数を用いた因果関係の分析は，試みるべき課題である。モデルCにおけ

るADF検定による単位根検定の結果は，AICとSICの両基準でラグ次数kを選んだときに，geとgrと

gdpの水準変数がそれぞれI（0）と判断できた。さらに，VARモデルを用いてGrangerの因果関係を分析

する場合，Hamilton（1994）の第 1の方法は，水準変数（レベル変数）用いてVARの回帰を行うことで

ある。
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